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第１　巡回指導調査団の派遣

１－１　協力要請の背景

コロール政権（当時）は、1990年６月、輸入の自由化・外貨の導入などの規制緩和や国営企業の

民営化を進める一方、品質と生産性の向上を目的としたブラジル品質・生産性プログラム（PBQP）

活動を開始した。このプログラムには数多くの機関が参加し、16州で独自のプログラムを展開し

ている。

さらに、ブラジル政府は品質・生産性向上にかかわる活動を専門的に実施する機関として、数

州にIBQP（ブラジル品質・生産性機構）を設立することを計画し、貿易・技術協力等の面で関係が

深い我が国に対して技術協力を要請してきた。

このような状況下、日本政府は国際協力事業団を通じて、1994年３月に事前調査団、1994年 10

月に長期調査員を派遣したのち、1995年１月にパラナ州クリチバに IBQP-PR（IBQPパラナ）が設立

されたのを受け、同年４月、実施協議調査団を派遣して討議議事録（R/D）等を署名・交換し、同組

織を実施機関として同年６月１日から５年間の協力を開始した。

１－２　調査団派遣の経緯と目的

前回の計画打合せ調査団（1996年６月）において、IBQP-PRの自立のために従来「人事管理・労使

関係」のサブ的分野として位置づけていた「普及促進」分野への協力に対する IBQP-PR側のニーズが

高まっていることが確認されたため、ブラジル側のニーズにより合った指導体制づくりを目的と

して長期専門家の指導分野見直しを行い、当初の「人事管理・労使関係」を「人材育成・産業組織

化」に変更し、更に人材育成および普及促進の２分野に分けた。

その後、IBQP-PRの所長をはじめとする幹部の辞任等が続いたこともあり、プロジェクトの円滑

な進捗に支障を来すことが懸念されていたが、1998年３月の新所長の着任以降、ブラジル側のプ

ロジェクトの運営体制も徐々に整備され始めている。

このような状況下、プロジェクト開始後約３年半を経過していることもあり、これまでのプロ

ジェクトの技術移転の進捗状況を把握（中間評価）し、今後の技術協力計画を日本、ブラジル双方

で協議する必要があったが、上記のブラジル側の体制の変更があったため、まず現状を把握する

ことを目的として、1998年７月、運営指導チームを派遣するとともに、10月には IBQP-PR所長を

研修員として日本に招致し、中間評価に向けた意見交換を実施した。

本調査団は、上述の運営指導および所長訪日時の意見交換の結果をも踏まえ、本プロジェクト

の協力対象となっている「普及促進」「人材育成」「企業支援」「生産性測定」の各分野における技術移

転の進捗状況を把握して課題を取りまとめるとともに、それを踏まえ、今後の技術協力計画を協

議・作成し、結果を協議議事録（ミニッツ）に取りまとめ、署名・交換する。
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１－３　主要調査項目

（1）PBQPの現状

（2）IBQP-PRの現状

1） IBQP-PRの役割〔IBQP-PRの NPO（National Productivity Organization）化要望〕

2） 組織・人員体制

3） 予算の仕組み

4） 関係機関との関係

（3）プロジェクトの進捗状況の確認

1） これまでの投入実績の確認

日　本　側　専門家派遣、研修員受入、機材供与、ローカルコスト支援

ブラジル側　予算措置、人員配置、ローカルコスト負担

2） 技術協力進捗状況の確認

（4）残余協力期間の活動計画案の見直し検討・作成

1） 計画管理諸表の見直しおよび作成（PDM、PO、TSI等）

2） 今後の投入についての検討

日　本　側　専門家派遣、研修員受入、機材供与、ローカルコスト支援

ブラジル側　予算措置、人員配置、新建屋、ローカルコスト負担

（5）普及促進分野の労使関係関連の取り扱い検討

1） IBQP-PRの方針の確認

2） IBQP-PRを取りまく状況の確認

3） プロジェクトにおける活動範囲の検討

（6）プロジェクト運営上の問題点等

１－４　調査団の構成

氏　名 担当業務 所　属

桑島　京子 総括 国際協力事業団鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第一課課長

廣岡　直道 技術協力計画 （財）社会経済生産性本部国際本部国際部部長

藤田　健司 機材・研修計画 （財）社会経済生産性本部国際部

木村　弘則 協力企画 国際協力事業団鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第一課職員
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１－５　調査日程

日順 月日 曜日 日　　　程

１ 12月５日 土 団長、協力企画

12:00 日本発（JL006）

10:15 ニューヨーク着

20:00 ニューヨーク発（RG865）

２ 12月６日 日 10:20 ベロオリゾンテ着

ベロオリゾンテ→イタウナ（陸路）

３ 12月７日 月 午 前 CETEF（ブラジル中小企業鋳造技術向上プロ 技術協力計画、機材・研修計画

ジェクト）サイト視察および意見交換 21:00 日本発（JL064）

午 後 イタウナ→ベロオリゾンテ（陸路）

４ 12月８日 火 10:50 ベロオリゾンテ発（RG183）  8:40 サンパウロ着

11:15 サンパウロ発（VP111）

12:00 サンパウロ着 12:05 クリチバ着

14:15 サンパウロ発（RG164） 到着後 専門家チームとの打合せ（1）

15:15 クリチバ着 （プロジェクト進捗状況の補完情報収集）

新建屋開所式

専門家チームとの打合せ（2）（出席者：調査団、CA、PC）

５ 12月９日 水  9:00 IBQP-PR（プロスドシモ会長）表敬（参加者：調査団、専門家チーム）

10:00 日本総領事館表敬（参加者：調査団、CA、PC）

11:30 KICK-OFF MEETING（出席者：IBQP-PR幹部、調査団、専門家チーム、C/P）

14:30 IBQP-PRとの協議（IBQP-PRの現状）

17:00 専門家チームとの打合せ（3）（プロジェクト進捗状況、評価に関する説明）

６ 12月10日 木 終 日 専門家との個別打合せ（後半期活動計画策定状況）

７ 12月11日 金 終 日 IBQP-PRとの協議（分野別後半期活動計画策定（TA、R&D、KM））

19:00 専門家チームとの打合せ（4）（PDM見直し）

８ 12月12日 土 終 日 資料整理

９ 12月13日 日 終 日 専門家との個別打合せ（普及促進、CA、PC）

10 12月14日 月  8:45 IBQP-PRとの協議（評価５項目、PDM）（出席者：IBQP幹部、調査団、CA、PC、C/P）

午 後 IBQP-PRとの協議（予算、機材）

17:00 評議委員会視察（参加者：団長、技術協力計画、CA）

18:00 専門家チームとの打合せ（5）（PDM見直し）

11 12月15日 火  8:30 IBQP-PRとの協議（分野別後半期活動計画策定（PM）、労使関係分野）

11:00 IBQP-PR（プロスドシモ会長）との協議（出席者：団長、技術協力計画）

14:00 IBQP-PRとの協議（短専派遣計画、PDM）（出席者：IBQP幹部、調査団、CA、PC、C/P）

12 12月16日 水  8:00 SEBRAE-PR視察

 9:00 IBQP-PRとの協議

14:00 パラナ州知事表敬（参加者：I B Q P 幹部、団長、技術協力計画、C A 、プロスドシモ会長、

JICAサンパウロ事務所員）

15:00 パラナ州労働局長との協議（出席者：PMのTCおよび専門家、技術協力計画、CA、JICAサンパウロ事

務所員）

16:30 クリチバ市長表敬（参加者：IBQP幹部、団長、技術協力計画、CA、JICAサンパウロ事務所員）

テクパール視察

13 12月17日 木  9:00 労組代表者との協議（出席者：団長、技術協力計画、IBQP-PR所長、PMのTC、MGR、専門家、CA）

午 後 IBQP-PRとの協議、ミニッツ案作成

14 12月18日 金 10:30 合同調整委員会（出席者：MICT、ABC、SEBRAE-NA、IBQP-NA、IBQP-PR幹部、調査団、専門家チーム）

調査団主催昼食会

15:00 ミニッツ署名（出席者：MICT、ABC、SEBRAE-NA、IBQP-NA、IBQP-PR幹部、調査団、専門家チーム、

C/P）

21:15 クリチバ発（VP960）

22:05 サンパウロ着

15 12月19日 土  1:05 サンパウロ発（JL063）

16 12月20日 日 13:15 日本着
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１－６　主要面談者

〈ブラジル側〉

（1）Brazilian Cooperation Agency（ABC）

Ms. Mariza Graca Lima Bilateral Coordinator

（2）Ministry of Industry, Commerce, and Tourism（MICT）

Mr. Antonio Humberto Medeiros Lemos Representative

（3）Brazilian Service for the Support of Micro and Small Enterprises in Parana（SEBRAE-PR）

Mr. Andre Luiz da Rocha Barbalho Technical Director

（4）Brazilian Institute of Quality and Productivity（IBQP-NA）

Mr. Evandro Barreira Milet Superintendent

Mr. Eugenio Tolstoy de Simone Technical Superintendent

（5）Brazilian Institute of Quality and Productivity in Parana（IBQP-PR）

Mr. Sergio Marcos Prosdocimo President of Administrative Council

Mr. Helio Gilberto Amaral Director Superintendent

Mr. Fulgencio Torres Viruel Project Coordinator

Mr. Joao Trevisan Administrative Manager

Mr. Sergio Povoa Pires Manager, Dept. of Productivity Movement

Mr. Ney Cesar Oliveira King Technical Coordinator, Dept of Produc-

tivity Movement

Mr. Willy Khede Cardoso Manager, Dept. of Technology Application

Mr. Valter Piva Technical Coordinator, Dept. of Tech-

nology Application

Mr. Luis Claudio Skrobot Manager, Dept. of Research and Develop-

ment

Ms. Gislene Regina Durski Technical Coordinator, Dept. of Research

and Development

Ms. Maria Jose Reis Pontoni Manager, Dept. of Knowledge Management

Ms.Ana Tiemi K. Sugisawa Technical Coordinator, Dept. of Knowledge

Management
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〈日本側〉

（1）在クリチバ日本国総領事館

井上　浩 総領事

大前　誠之助 領事

（2）JICAサンパウロ事務所

村上　ビセンテ 所員

（3）生産性・品質向上プロジェクト

長谷　紘和 チーフアドバイザー

小池　和佳子 業務調整

和田　晴夫 普及促進長期専門家

滝沢　信一 人材育成長期専門家

三森　邦弘 生産管理長期専門家

長澤　重夫 品質管理長期専門家

１－７　主要面談録

１－７－１　ブラジル品質・生産性機構パラナ（IBQP-PR）プロスドシモ会長表敬

日　時：12月９日９：00～９：30

先　方：Mr. Sergio Marcos Prosdocimo IBQP-PR会長

Mr. Helio Gilberto Amaral IBQP-PR所長

Project Coordinatorおよび Technical Coordinator

当　方：調査団全員

専門家チーム

調査団長より、12月８日に開催された新研修センター開所式が盛会であったことに対し祝辞

を述べるとともに、調査団の目的について説明を行い、IBQP-PRがブラジルのなかでどのような

位置づけを得たいとしているのか、また、そのためにどのように政府・関係機関に働きかけて

いるのかを確認したうえで、残余協力期間にプロジェクトの活動として重点を置くポイントに

ついて協議したい旨、述べた。

先方より、本プロジェクトへの日本側の協力に感謝するとともに、以下のとおり発言があっ

た。

・ブラジルは体制として変化が多い国なので、すべてにおいて柔軟に対応することが重要であ

る。

・IBQP-PRはブラジルのニーズに応える必要があり、そのためにはIBQP-PRのサービスの質を高

めたい。
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団長より、IBQP-PRの NPO（National Productivity Organization）化に関し、IBQP-PRは全国

に働きかける役割を持とうとしているのか、また、NPOになるためには、どの機関の賛同を得る

必要があるのかについて質したところ、先方より以下のとおり発言があった。

・NPOになるには、特定機関の賛同の有無が重要なのではなく、IBQP-PRが持つ技術水準で決ま

ると考えている。

・プロジェクトの前半期に各州から集めたテンポラリー C/P（TC/P）に対して技術移転を行った

ので、少なくとも一部は全国レベルへ成果を普及できたと考えている。一方、IBQP-NAから、

IBQP-NAのボードは2000年の国際生産性シンポジウム（International Productivity Symposium：

IPS）実施をはじめ IBQP-PRのイニシアティブを支援するとのレターを受領している。

１－７－２　在クリチバ日本国総領事館表敬

日　時：12月９日 10：00～ 10：30

面談者：井上　浩 総領事

大前　誠之助 領事

団長より、今次調査では、IBQP-PRの方向性を見極めたうえで、残余協力期間を充実させるた

め、重点を明確化した活動計画を作成したい旨説明したあと、意見交換を行った。概要は以下

のとおり。

・ブラジルの産業政策は継続すると見込まれるのか。（桑島団長）

・生産性向上は大統領の政策に組み入れられている。現州知事（任期はあと４年）とクリチバ市

長（任期はあと２年）の在任が続く間はプロジェクトへの支援も継続されると思われる。（井

上総領事）

・全般的には緊縮財政となると思われるが、国際競争力をつけることに資するプロジェクトに

ついては支援が得られるであろう。予算の点からは、ブラジル零細・小企業支援サービス

（SEBRAE-NA）との関係がポイントであろう。（大前領事）

・IBQP-PRは、今後生産性概念の普及および労使関係に力を入れたいとしている。（桑島団長）

・パラナ州ではインフレが鎮静し、中間層の購買力が上がり、労使紛争はあまりない。コスト

に占める人件費の割合は、他州が８割であるのに対し、パラナ州では６割である。（大前領事）

・また、労働者保護が強いため、リストラは難しい状況である。（井上総領事）

・一方、パラナ州は法人税・州税の優遇、土地の提供など外資誘致に積極的である。（大前領事）

１－７－３　IBQP-PRとの協議

日　時：12月９日 14：30～ 16：00

先　方：Mr. Helio Gilberto Amaral IBQP-PR所長
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Mr. Fulgencio Torres Viruel Project Coordinator

当　方：調査団全員

専門家チーム

IBQP-PRの現状ほかについて協議・確認を行った。概要は以下のとおり。

（1）NPOとなるための要件

IBQP-PRは NPOをめざしており、そのための要件は次の３項目であるが、生産性に関する

国家のリファレンスとなれるだけの技術的な優位性を持つことが優先事項と考えている。

1） Geographic Broadness

2） Neutrality among the Related Organizations

3） To be a Reference with Knowledge about Productivity and Society

（Helio IBQP-PR所長）

（2）プロジェクト終了後の財源

現在は IBQP-PRの予算ソースとして、SEBRAE-NAからの拠出金、賛助会員からの会費およ

び技術サービスによる自己収入、パラナ州からの補助金の３つがあるが、最も大きな

SEBRAE-NAからの拠出金については、IBQP-PRが中小企業へのサービスを提供することがで

きれば、中小企業を支援する SEBRAE-NA からの支援は継続するものと思われる。（Helio

IBQP-PR所長）

（3）日本の生産性向上手法のブラジルへの適用

日本の生産性向上手法をそのままブラジルに適用すると問題が生じるので、適用する際

にはブラジル化を行う必要がある。日本人専門家から C/Pに移転された知識のブラジル社

会への適用自体は IBQP-PRが決定するが、日本人専門家にはブラジル化のためのアドバイ

スを期待している。（Helio IBQP-PR所長）

１－７－４　IBQP-PRとの協議

日　時：12月 14日９：00～ 11：00

先　方：Mr. Helio Gilberto Amaral IBQP-PR所長

Mr. Fulgencio Torres Viruel Project Coordinator

当　方：調査団全員

長谷チーフアドバイザー、小池調整員

普及促進分野の労使関係関連の取り扱いについて、協議・確認を行った。概要は以下のとお

り。

・ブラジルにおいては、労使関係は、労働者を保護する一方で労働運動を規制した 1943年成立

の統合労働法（CLT）により規制されてきた。その規制のもと現在まで、経営側は利益配分等に
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ついて労働組合との協議は必要ないとし、一方、労働側は闘争路線をとってきたが、この体

制は 1990年以降進んだ経済の自由化に適合しないものとなってきた。

IBQP-PRは、その中立性を生かし、経営側・労働側をより中道に向かわせ、新しい労使関係

を構築するための提言を行うことができると考えている。（Helio IBQP-PR所長）

・闘争路線をとる組合に対する近代的な労働組合をつくる際、生産性概念、労使協調がその理

念となる。経営者は、その理念を理解したうえで労使協議に参加することが望ましく、IBQP-

PRが推進しようとしている生産性概念の学会などによる権威づけを早期に行ってほしい。（廣

岡技術協力計画）

・労使関係の扱いについては、プロジェクト期間内に日本側が協力可能な内容・範囲を検討す

る必要がある。（桑島団長）

１－７－５　IBQP-PRとの協議

日　時：12月 18日８：00～９：00

先　方：Mr. Helio Gilberto Amaral IBQP-PR所長

当　方：調査団全員

普及促進分野の労使関係関連の取り扱いについて、協議を行った。概要は以下のとおり。

・残り 1年半で労使関係の活動による成果をあげられるのか疑問がある。（桑島団長）

・労使関係分野に取り組むのは、戦略的決定によるものである。1999年には、（日本からの支援

が得られない場合でも）LMR（Labor Management Relations）部門を設ける予定である。（Helio

IBQP-PR所長）

・労使関係分野をプロジェクトにおいて取り組むとすると大変な労力が必要だが、現時点では

まだ情報が十分得られておらず、どのような専門家が必要となるのかわからない。（廣岡技術

協力計画）

・まず、現状把握のために短期専門家を派遣するのがよいのではないか。（桑島団長）

・歓迎する。その際、日本との違いは、日本が同質な国であるのに対し、ブラジルはすべてに

おいて異質の国であるということであり、日本のやり方は、そのままではブラジルには通用

しないということを理解してほしい。また、組織が何をやろうとしているのかをはっきりさ

せることは重要だが、過去ブラジルは、１カ月に 20％というインフレを体験するなかで長期

計画を策定することをしなくなった。しかし、これは柔軟性を身につけたものと理解してほ

しい。（Helio IBQP-PR所長）

・プロジェクトで労使関係を扱うとした場合、専門家がかかわれる部分を明らかにする必要が

ある。（桑島団長）
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１－７－６　合同調整委員会

日　時：12月 18日 10：00～ 11：00

場　所：IBQP-PR

先　方：Ms. Mariza Graca Lima Bilateral Coordinator, ABC

Mr. Antonio Humberto Medeiros Lemos Representative, MICT

Mr. Andre Luiz da Rocha Barbalho Technical Director, SEBRAE-PR

Mr. Evandro Barreira Milet Superintendent, IBQP-NA

Mr. Eugenio Tolstoy de Simone Technical Superintendent, IBQP-NA

Mr. Helio Gilberto Amaral Director Superintendent, IBQP-PR

Mr. Fulgencio Torres Viruel Project Coordinator, IBQP-PR

当　方：調査団員全員

村上ビセンテ JICAサンパウロ事務所

長期専門家全員

〈概要〉

Helio IBQP-PR所長を進行役として、長谷リーダーからプロジェクトの概要とこれまでの経

緯について説明があったあと、桑島団長が、Project Design Matrix（PDM）の主たる修正点を、

Helio IBQP-PR所長が新たに策定した後半の活動計画について説明を行った。質疑応答・意見

交換の概要は以下のとおり。

（1）PBQP（品質・生産性プログラム）（注）をめぐる動き

・IBQP-NAは、各州に State Quality System をつくるという使命を負っているが（実績

例：リオグランドスール州）、生産性よりも品質に活動の重点を置いている。すべてのセ

クターを動員するとした PBQPにおいて、PBQPのコーディネーターとなったことにより、

IBQP-NAは、そのネットワークを使って、生産性に関するコンセプトを全国に普及させる

機会をも得たことになる。その機会をとらえ、生産性向上の分野において、IBQP-PRとは

何らかの協業ができると考えている。研修訓練においても各州のネットワークを活用す

ることができる。今後とも IBQP-PRと議論していきたい。（Milet IBQP-NA所長）

・MICTでは、輸出振興の観点から生産性・品質の向上をとらえている。生産性を年６％向

上させ、それにより 2002年までに1000億ドルの輸出を達成することを目標のひとつとし

ている。特に成長著しいソフトウェア産業および家具産業に注力したい。MICT工業政策

（注） 経済の自由化、規制緩和に対応し、ブラジル国内で生産される財・サービスが国際競争力を持つことを
目的として、1990年に連邦政府により PBQP活動が開始された。その後、1998年には、社会の主要なセグメ
ントを巻き込むために 13の国家動員目標が掲げられ、商工観光省（MICT）を統括機関とし、同活動が再編強
化された。また、活動の展開にあたっては、公共セクター・民間セクターがそれぞれ活動を推進すること
とし、ブラジル計量研究所（INMETRO）および IBQP-NA がそれぞれのコーディネーションを担当する機関と
なった。
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局の独自のプログラムとして、16の分野に対し、品質と生産性の向上に関する３年計画

を有しており、ブラジルの労働市場を支えている中小零細企業の生産性を向上させ、輸

出促進につなげたいと考えている。

（2）IBQP-PRへの期待

・今後、連邦政府の設定する優先分野での計画実施に対し、IBQP-PRとどのような協力が行

えるか検討したい。IBQP-PRがそれらのプロジェクトに参加するとともに、ブラジルに適

合した生産性向上の手法を確立することを期待している。（MICT）

・IBQP-PRには、日本から移転された技術のエッセンスをブラジルの実情に合った形に現地

化し、国家が推進する輸出振興政策をサポートできる機関になることを期待している。

一方、ブラジルは南北の地域格差が大きく、将来的には東北部の中小企業への（生産性向

上分野での）技術協力に対するニーズもあると思われる。IBQP-PRの成果をいかに東北部

のニーズに生かせるかに関心がある。（ABC）

・まずは現プロジェクトの日本・ブラジル両チームには、今回策定した活動計画（PO）中の

活動に注力してほしいが、東北部の状況によっては、IBQP-PRが人材を派遣して、アド

ホックなセミナーを行うことなどは可能と思われる。いずれにしても、現状を把握した

うえで、どのようなニーズがあるかによる。将来的にはニーズがあれば、新規のプロジェ

クトを検討すべきであろう。（桑島団長）

（3）後半期におけるプロジェクト活動

・今次作成した PO 中の活動は、プロジェクト後半期における最小限の活動ととらえてい

る。1999年４月には、生産性向上運動に労働組合を巻き込むために、労使関係を扱う技

術部門を設ける予定であり、これらの活動の拡大に合わせて、現在 22名の C/Pを 1999年

中に 30名まで増員したい。具体的な内容は今後検討するが、IBQP-NAとも協業したいと

考えている。

また、2000年５月に開催予定の IPSは、IBQP-PRを PRする意味でも重要な活動と位置

づけており、ぜひ成功させたいが、メディアも取り上げ、IPS事務局との事前準備も順調

にスタートしている。（Helio IBQP-PR所長）
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第２　調査結果の要約

（1）中間レビューの実施（プロジェクトの進捗状況）

前半期の協力では、講義に重点が置かれたため、1997年後半からは、現場改善等のコンサル

ティング、セミナー等の対外的活動も行われるようになった。しかし、幹部の不在が続いたた

め、方針が明確とならず、本格的な事業が展開しなかった。６月末のテンポラリー C/Pの卒業

と相前後して、エリオ新所長による「システミック・プロダクティビティ」概念の検討が始まり、

生産性促進機関としてのアイデンティティの確立が図られるに至り、上記のとおり、必要な人

材配置も行われたことから、これからの１年半に、本格的な生産性向上活動の展開が行われる

ものと期待される。

（2）プロジェクトの目的・範囲の確認（PDMの改訂）

日本人専門家、IBQP-PR幹部および C/Pとの協議を経て、PDMの見直し・作成を行い、ミニッ

ツに記載した。見直しにあたっての主なポイントは以下のとおりである。

1） IBQP-PRが、ブラジルにおける生産性機関（リファレンス機関）となるためには、技術的な

優位性を持つことおよび他の関係機関との連携によって活動を拡大することが肝要であると

の認識を踏まえ、“Narrative Summary”の解釈として“Detail contents of narrative summary”

の欄を PDMに設け、プロジェクトの上位目標を「生産性向上の概念と技術がIBQP-PRを通して

ブラジル社会に浸透・普及される」、プロジェクト目標を「IBQP-PRが生産性向上の技術および

知識を向上・開発できるようになる」とした。

2） 成果については、プロジェクトの運営管理体制に関する要素、機材に関する要素、C/Pの能

力に関する要素およびIBQP-PRが提供可能なサービスに関する要素に分け、また、特に終了時

評価に備えて、現実に入手可能な指標の選定と入手手段の検討を行った。

（3）技術協力の進捗状況

1） 達成度評価表

各技術移転分野ごとに各活動項目について技術移転の目標レベルの設定と現状レベル、担

当 C/Pおよび成果物を記載した達成度評価表を作成した。

2） 技術移転の進捗状況

今年６月に終了した前半期においては、パーマネント C/PおよびテンポラリーC/Pの理論習

得に重点を置いて技術移転がなされたことを確認するとともに、その実際的な応用としての

活動記録を併せて確認した。なかでも 11月に実施された生産性エージェントコース（PROCAP）

のパイロットコースは、政府、労働界、学界など各界からの参加を仰ぎ、IBQP-PRは今後の生

産性運動を進めていくうえで、多くの示唆を得ることとなった。

後半期においては、IBQP-PR の技術的な能力向上と組織力向上のために、OJT（on-the-job
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training）、マニュアル作成、コンセプトづくり等の提言活動により優先的に取り組んでいく

ことを確認した。

3） 1997年度までの投入実績、および 1998年度計画の確認

a） これまでの専門家、研修員、機材の実績を確認するとともに、1998年度の実施計画につ

いて、ブラジル側と確認を行った。また、1999年度の実施計画についてもブラジル側と協

議のうえ、暫定計画を策定した。

また、長期専門家の指導分野見直しの経緯について、1996年６月の計画打合せ調査団派

遣後の経過を確認してミニッツに記載した。

b） ブラジル側の投入に関しては、特に 11月に 140名収容の視聴覚ホールを備えた新しい研

修センターが完成して、12月８日に行われた開所式には、パラナ州知事、クリチバ市長、本

調査団をはじめ 100名近くが列席し、IBQP-PRの広報に大きく寄与したことを確認した。

（4）残余協力期間の活動計画案の見直し検討・作成

1） 活動計画（PO）の作成

1998年 10月に研修のため来日した IBQP-PR所長を交え、暫定合意した後半期活動計画につ

いて、専門家チーム、IBQP-PR幹部およびC/Pと各技術移転分野における活動内容の検討・整

理を行うとともに、各活動項目に対して引かれた計画線と他の活動項目の計画線との整合性、

各活動の実施時期の妥当性、技術移転の順序、C/Pおよび専門家の業務量といった観点から計

画がフィージブルなものかどうかを検討し、プロジェクト終了時までの POとして策定・合意

した。また、各活動項目を技術移転の形態により、知識移転、OJT、マニュアル／提言作成、

情報提供の４つに分類し、日本人専門家のかかわり方を明らかにした。

2） 今後の投入計画の検討

長期専門家については、「第４　調査団所見」に記述。

1998年度の C/P研修受入れについては、未接到の要望調査表およびＡ２Ａ３フォーム取り

付けの促進を依頼した。

機材については、ブラジル側から新研修センターの視聴覚ホール用の機材供与の要望が

あったが、1998年中に詳細仕様、現地見積り価格、メンテナンス費用等の関連情報を収集し

たうえで、必要と認められたものについては 1998年度予算により供与することとした。
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調査項目 現状および問題点 対処方針 調査結果

ア PDM

イ 技術協力計
画（TCP）

２ 暫定実施計画の
進捗状況
（1）暫定実施計画
（TSI）

（2）日本側
ア 専門家派遣
　＜長期＞

1996年６月の計画打合せ調査団派遣
時にPDMを用いてプロジェクトの内容の
説明が行われているが、それ以降見直
しは行われていない。
特に指標の妥当性および入手可能性
を検討し、見直しを行う必要がある。

1996年６月の計画打合せ調査におい
て、1995年から2000年までのTCPが作成
されているが、その後見直されておら
ず、現実の活動の進展と大きく合わな
い部分が生じており、全面的な見直し
を要する。

1996年６月の計画打合せ調査団派遣
時に見直しを行った。

・協力期間開始から1998年11月までの
実績は以下のとおり。
1.リーダー（北　善次）
　1995/6/28～1997/6/23
リーダー（長谷紘和）
　1997/6/16～1999/6/15
2.業務調整員（西本英子）
　1995/6/14～1998/6/15
業務調整員（小池和佳子）
　1998/5/22～2000/5/31
3.品質管理（田村貞雄）
　1995/8/16～1997/11/15
品質管理（長澤重夫）
　1997/12/10～1999/12/9
4.生産管理（天野　浩）
　1995/8/30～1997/8/29
生産管理（三森邦弘）　生産性測定
から切り替え
　1998/4/8～1999/4/7
5.現場改善（麻生益男）
　1995/10/18～1997/10/17
6.人事管理・労使関係（和田晴夫）
　1995/8/16～1997/11/18
以下長期専門家指導分野見直しに
伴い切り替え
人材育成・産業組織化/普及促進
（和田晴夫）
　1997/11/19～1999/6/15
7.人材育成・産業組織化/人材育成
（滝沢信一）
　1997/11/19～1999/11/18

PDM案の見直しにあたって、
成果・活動をより現実の活動
の進展に沿った形で表せるよ
うに、「プロジェクトの要約」
の右欄に「詳細説明」を設けて
整理することを説明し、理解
を得る。
指標等についてPDMの見直し

案について協議を行い、結果
をミニッツに添付する。

技術協力計画の見直し案に
ついて協議を行い、可能であ
れば上記（3）のPOに取り込む形
で作成し、結果をミニッツに
添付する。

進捗状況を踏まえ、TSIを見
直し、ミニッツに添付する。

・実績を確認し、ミニッツに
記載する。

左記について、ブラジル側と協
議し、結果をミニッツに添付した。
見直しにあたっては、生産性に

関する技術的優位性を持つことお
よび関係機関のネットワーキング
を拡大することが、IBQP-PRがブラ
ジルにおいて生産性に関するリ
ファレンスとなるための要件であ
ることを踏まえ、Overall Goalを
「The concept and technology of
productivity improvement will be
disseminated among Brazilian
society through IBQP-PR.」、また、
Project Purposeを「The IBQP-PR
will be able to upgrade and
develop the technology and
knowledge for productivity
movement.」とした。
また、成果をプロジェクト運営

管理、ハードウェア、C/Pの能力お
よびIBQP-PRが提供できるサービス
に関する４要素に分類することで
合意し、ミニッツに記載した。

左記について、TCPを上記（3）の
POにより置き換えることでブラジ
ル側と合意し、ミニッツに記載し
た。

左記について、上記「１（3）」のPO
を踏まえ、TSIを見直し、結果をミ
ニッツに添付した。

左記について確認し、実績をミ
ニッツに添付した。
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調査項目 現状および問題点 対処方針 調査結果

　＜短期＞

8.生産性測定（三森邦弘）
　1996/4/8～1998/4/7

・1995年度実績
生産性管理/Management of Produc-
tivity
（石原渥勇）
　1995/11/2～11/25
生産性測定/Measurement and Analy-
sis of Quality and Productivity
（清水雅義）
　1995/10/13～10/29

・1996年度実績
生産工学/Industrial Engineering
（堤　泰彦）
　　1996/6/30～8/3
マーケティング/Marketing
（伊藤正勝）
　1996/11/2～11/30
組立産業におけるTQM/Total Quality
Management
（行木　茂）
　1997/2/28～3/24
企業管理/Management Consultation
（岩山　宏）
　1997/4/9～5/4

・1997年度実績
サービス産業におけるTQM/TQM in
Service Industry
（山田　將）
　1997/10/11～11/8
総合的現場改善/OJT in Genba Kaizen
（久貝啓次郎）
　1997/11/3～12/16
企業コンサルティング/Consulting
Methodology
（佐瀬　徹）
　1998/1/7～1/24
生産性測定/Measurement and Analy-
sis of Quality and Productivity
（清水雅義）
　1998/3/7～4/4

・1998年度実績
企業コンサルティング / Consulting
Methodology
（佐瀬　徹）
　1998/6/11～7/31

・実績について確認し、ミ
ニッツに記載する。

左記について確認し、実績をミ
ニッツに添付した。
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調査項目 現状および問題点 対処方針 調査結果

イ 研修員受入

ウ 機材供与

エ 現地業務費

（3）ブラジル側
ア C/Pおよび
スタッフの配
置

・1995年度実績
Washington L. Filho（品質・生産性
管理）
　1995/11/21～12/10
Ney C. O. King（品質・生産性管理）
　1996/1/18～2/10
なお、本プロジェクトによるC/P研修
に加えて、国別特設（コスト・シェアリ
ング）コース「生産性向上研修（1996/1/
18～2/10）」が実施されており、８名の
研修員が参加した。

・1996年度実績
Willy K. Cardoso（現場改善）
　1997/1/16～3/1
Murilo X. Brotherhood（生産管理）
　1997/1/16～3/1
Ana B. Tiemi Kawakami（品質管理）
　1997/1/16～3/1
なお、本プロジェクトによるC/P研修
に加えて、国別特設（コスト・シェアリ
ング）コース「生産性向上研修(1997/1/
16～2/15)」が実施されており、10名の
研修員が参加した。

・1997年度実績
Mauro K. Nagashima（品質・生産性管
理）
　1997/11/5～11/22
Gislene R. Durski（生産性測定）
　1998/1/15～3/5
Walter Arendt（生産性普及）
　1998/1/15～3/5
Rogangelis V de Ornelas（生産性測
定）
　1998/1/15～3/5
なお、本プロジェクトによるC/P研修
に加えて、国別特設（コスト・シェアリ
ング）コース「生産性向上研修(1998/1/
15～2/19)」が実施されており、10名の
研修員が参加した。

・1998年度実績
Helio G. Amaral（運営管理）
　1998/10/2～10/15

・1995年度実績： 30,626千円
・1996年度実績： 29,356千円
・1997年度実績： 1,235千円

・1995年度実績： 28,829レアル
・1996年度実績： 21,474レアル
・1997年度実績： 20,789レアル

プロジェクト実施期間中にIBQP-PR所
長をはじめとする幹部の辞任等が続い
たこともあり、プロジェクトの円滑な
進捗に支障を来すことが懸念されてい
たが、1998年３月の新所長の着任以降、
新規採用のC/Pも増え、徐々にブラジル
側の運営体制も整備され始めている。
C/Pの解雇・新規採用に伴うC/Pの出
入りが多く、C/Pへの技術移転効果が組
織に根づきにくいとの懸念がある。

左記について確認しミニッ
ツに記載する。

左記を確認し、ミニッツに
記載する。

左記について、証憑書類を
確認する。

C/P配置の現状および計画に
ついて、配置推移表を作成す
るとともに、上記「１（3）」の活
動計画を踏まえて確認し、ミ
ニッツに添付する。

左記問題意識並びにC / P育
成・評価の考え方、並びに技術
移転の成果品の考え方につき、
専門家チームおよびブラジル
側と協議を行い、必要に応じ
て、ミニッツに記載する。

左記について確認し、実績をミ
ニッツに添付した。

左記について確認し、実績をミ
ニッツに添付した。

左記について確認した。

左記現状を確認し、ミニッツに
添付した。現在19名のC/Pが配置さ
れているが、1999年３月までに、新
たに設立される予定の労使関係を
扱う技術部門に配置予定のC/Pを含
め、30名まで増員する予定である
ことを聴取し、ミニッツに記載し
た。
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第４　調査団所見

（1）前回の計画打合せ調査団（1996年６月）派遣後、1997年３月のワシントン IBQP-PR所長の離任

以降、幹部の辞任等が続き、プロジェクトの円滑な進捗に支障を来すことが懸念されていたが、

1998年３月にエリオ・アマレル所長が就任した。10月には、技術部長の離任があり、幹部体制

が崩れることが心配されたが、11月には新たにプロジェクト・コーディネーターが配置された

ほか、新任部長も 1999年１月には就任することとなっており、1998年終盤となってからは、同

所長の指導体制が安定してきたところである。

IBQP-PRは、自らの生産性概念を打ち出すまでに時間を要したことから、後半期の活動計画の

策定が後れたが、今次調査において、各技術移転分野の今後の方針と終了時評価に向けての成

果物についての議論を日本・ブラジル双方で行えたことは大きな意味があったといえる。

（2）C/Pの確保……前半期には、計画された 10名のパーマネント・カウンターパート（PC/P）のう

ち５名しか配置されず、1998年６月には、15名のテンポラリー・カウンターパート（TC/P）が２

年半の任期を終えて各所属先に異動したこともあって、人員の配置が心配されたが、1998年に

入って、TC/Pの１人が PC/Pとなったほか、13名の技術スタッフが新たに採用され、現在のとこ

ろ、C/Pは 19名となった。特に 1998年にリクルートされたスタッフの多くが経験豊富な人材で

あることは、後半期の技術移転活動を展開するにあたり大きく評価でき、技術的自立発展性に

つながるものと期待される。

エリオ所長によれば、1999年３月までには、技術スタッフを 30名にするとしており、同所長

のリーダーシップのもとに、さらに組織体制が整備されることが期待される。

（3）予算体制は、当初計画どおり、SEBRAEからの総額 800万レアル（約８億円）がコミットされて

いるほか、1998年になって、州政府からの支援により、100万レアル（約１億円）の施設建設・

機材費が補助され、11月には新しい研修センターが建設された。また、賛助会員費等の自己収

入分も年間 50万レアル（5000万円）に達しており、財政的にも安定してきている。IBQP-NAや工

業商業観光省から、品質および生産性向上にかかわる事業において、IBQP-PRの蓄積する技術と

知識を活用した協力事業を行いたいとの意向も示されており、今後のさらなる事業の展開が期

待される。

（4）普及促進分野の労使関係関連の取り扱い検討……1998年 10月以来ブラジル側から上記分野の

長期専門家の増員の要望がなされている。ブラジル側はIBQP-PRにとって最も優先順位の高い分

野のひとつとして、1999年中に労使関係を扱う部門を新たに設け、C/Pも配置するとしており、
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生産性向上活動における労使の取り込みの強化について、強い意志を示している。

今次調査団としては、日本側協力可能な内容・範囲の検討も含め、労働組合、経営者、政府

間の会話を促進するための短期専門家チームを派遣することを提案し、先方の理解を得た。現

在 IBQP-PRには同分野に従事すべき適切なカウンターパートがいないことから、日本側として

は、適切な C/Pの確保が前提となることを再確認した。

（5）プロジェクト進捗モニタリングの継続……今回作成した活動計画（PO）は、本年度以降の活動

計画を策定したものであるが、前半期の活動実績の取りまとめも含めて、今後プロジェクトに

おいては、四半期ごとのモニタリングと実績の取りまとめを現地主体で行ってもらいたい。特

に後半期は、IBQP-PRの組織整備に伴って、密度の高い活動の展開が必要となることから、上記

（3）のとおり、IBQP-PRを取りまく関係組織間の動きを適切に把握するとともに、IBQP-PR幹部お

よび C/Pとの十分なコミュニケーションを通じ、必要に応じて柔軟な活動計画の調整、および

対応をお願いしたい。





付　属　資　料

１　ミニッツ

２　ミニッツ Annex16注釈

３　調査団員報告（技術協力計画、機材・研修計画）

４　パラナ州労働局長との面談録および労組代表者との面談録

５　Social Statutes（ポルトガル文、英文）

６　ブラジル品質・生産性プログラム（PBQP）Overview

７　新研修センター開所式を報じる新聞記事
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